
（３）以下の職業訓練等を受講している場合


　　①公共職業安定所長の指示・推薦により公共職業訓練等を受講している場合


　　②就職支援計画に基づき求職者支援訓練を受講している場合


　　③公共職業安定所の指導により各種養成施設に入校する場合


　　④公共職業訓練等々教育訓練給付の対象訓練等を受講している場合





【提出書類】


職業訓練等を受講していることを証する書類（職業訓練受講の証明書の写し又は


　  　支援計画書の写し等）





※「求職活動状況報告書」及び証明書類等出は、当月分を翌月14日までに必ず提出して下さい。





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　








　





（２）次のような就職の可能性を高める活動を原則月に２回以上行っている場合


　　①公共職業安定所長、許可・届出のある民間受給調整機関（民間職業紹介機関、


労働者派遣機関等をいう。）が行う職業相談、職業紹介等


　　②公的機関等（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構、地方自治体、求人


情報提供会社、新聞社等）が行う求職活動に関する指導、個別相談が可能な企業


説明会等。


　　〔注〕単なる職業紹介機関への登録、知人への紹介依頼、公共職業安定所長・新聞・


　　　　インターネット等での求人隋報の閲覧等だけでは求職活動には該当しません。


　【提出書類】


　○　職業相談、職業紹介などの活動を行ったことを証する書類の写し、または「求職


　　　活動確認票」（様式第14－2号）


　　　なお、求職活動確認票（様式第14－2号）を使用する場合は、就労支援機関等


から確認の押印をしてもらって下さい。








-








↓　　　





（１）月１回以上求人への応募を行った場合


　【提出書類】


　○　応募したことを証する書類の写し、または「求職活動確認票」（様式第14－2号）


　　　なお、求職活動確認票（様式第14－2号）を使用する場合は、就労支援機関等から


確認の押印をしてもらって下さい。








＜就業期間とみなされる求職活動＞


　以下の（１）～（３）の活動が就業期間とみなされます。


　求職活動中は「求職活動状況報告書」（様式第14－1号）とともに、（１）～（３）に定め


る様式を毎月提出して下さい。








14．業務従事中とみなす求職活動について





　一旦離職したが、再就職のために以下のいずれかの求職活動を行っている場合には、最長


１年間（通算）、求職期間中も継続して就業しているものとみなされ、業務に従事した期間


に算入されます。


　借受人は、公共職業安定所長等就労支援機関等に求職登録をしたうえで、毎月、（１）～


　（３）に記載の書類を添付して提出してください。


　なお、１年を超える求職期間については、「継続して就業した期間」には含めませんが就業中


とみなされる場合がありますのでご相談下さい。











